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御前崎市新エネルギー・省エネルギー機器導入促進補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この告示は、新エネルギー・省エネルギー機器（以下「機器等」という。）を設

置する者に対し、予算の範囲内において補助金を交付することにより、環境への負荷の

少ないエネルギーの利用を促進し、地球温暖化の防止及び資源の有効利用を図ることを

目的とする。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、御前崎市補助金等交付規則（平成16年御前崎市規則

第37号）に定めるもののほか、この告示の定めるところによる。 

（交付対象者） 

第２条 この告示に基づき補助金の交付を受けることができる者は、市税等の滞納がない

者で、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 市内に住所を有する又は第７条に規定する完了報告までに市内に転入し、住所を

有する予定の者（以下「市民」という。） 

(2) 市内に事業所を有する又は第７条に規定する完了報告まで市内に事業所を有する

予定の事業者（以下「事業者」という。） 

（交付の対象機器及び補助金の額） 



第３条 交付の対象機器及び補助金の額は、別表のとおりとし、交付の対象機器ごとに１

世帯又は１事業者につき１回限りとする。ただし、事業者にあっては、経済活動を行っ

ている場所につき１回限りとする。 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、新エネルギ

ー・省エネルギー機器導入促進補助金交付申請書（様式第１号。以下「交付申請書」と

いう。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 機器等の設置に係る見積書の写し 

(2) 機器等の設置に係る契約書の写し 

(3) 機器等の形状、規格等を説明する資料 

(4) 太陽光発電システムを設置する場合は、モジュールの配置図 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第５条 市長は、前条の交付申請があったときは、交付申請書等を審査し、補助金交付の

可否を決定し、新エネルギー・省エネルギー機器導入促進補助金交付決定通知書（様式

第２号）又は新エネルギー・省エネルギー機器導入促進補助金不交付決定通知書（様式

第３号）により通知するものとする。 

（変更等の承認申請） 

第６条 申請者は、次のいずれかに該当するときは、新エネルギー・省エネルギー機器設

置計画変更（中止）申請書（様式第４号）により、速やかにその旨を市長に申請し、新

エネルギー・省エネルギー機器導入促進補助金変更（中止）承認書（様式第５号）によ

り承認を受けなければならない。 

(1) 申請した事項の内容を変更しようとするとき。 

(2) 設置を中止したとき。 

（完了報告） 

第７条 補助金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、機器等の設

置が完了した日から起算して30日を経過する日又は当該年度の翌年度の４月10日のいず

れか早い日までに、新エネルギー・省エネルギー機器設置完了報告書（様式第６号。以

下「完了報告書」という。）に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 機器等の設置に係る領収書及び領収書内訳の写し 



(2) 機器等の設置完了後の写真 

(3) ナンバープレートが確認できる写真及び車検証の写し（クリーンエネルギー自動

車の場合） 

(4) ナンバープレートが確認できる写真及び原動機付自転車標識交付証明書の写し

（超小型モビリティの場合） 

(5) その他市長が必要と認める書類 

（交付の確定） 

第８条 市長は、前条の完了報告があったときは、完了報告書等を審査し、当該補助対象

事業の完了を確認の上、交付すべき補助金の額を確定し、新エネルギー・省エネルギー

機器導入促進補助金交付確定通知書（様式第７号）により、交付決定者に通知するもの

とする。 

（補助金の請求） 

第９条 交付決定者は、前条の交付確定通知書を受領したときは、新エネルギー・省エネ

ルギー機器導入促進補助金交付請求書（様式第８号）により市長に補助金を請求し、市

長は請求に基づき補助金を交付するものとする。 

（交付の取消し） 

第10条 市長は、次のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 補助金交付の条件に違反したとき。 

（補助金の返還） 

第11条 市長は、補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消しに係る部分に

関し、既に補助金が交付されているときは、補助金の交付対象者に対し期限を定めてそ

の返還を命ずるものとする。 

（その他） 

第12条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、平成19年４月１日から施行する。 



（御前崎市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱の廃止） 

２ 御前崎市住宅用太陽光発電システム設置費補助金交付要綱（平成18年御前崎市告示第

16号）は、廃止する。 

（経過措置） 

３ この告示の施行の日の前日までに、御前崎市住宅用太陽光発電システム設置費補助金

交付要綱の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この告示の相当規定により

なされたものとみなす。 

別表（第３条関係） 

交付の対象機器 交付の対象者 交付の条件 補助金の額 

太陽光発電システ

ム 
市民・事業者 

(１)未使用品である

こと。 

(２)発電した電力を

自らの居住の用に供

する住宅又は自らの

事業の用に供する建

物に供給するために

設置するものである

こと。ただし、自ら

が居住する賃貸住宅

に設置する場合は、

補助対象外とする。 

太陽電池モジュール

の出力１ｋＷ当たり

２万円とし、８万円

を限度とする。その

額に1,000円未満の端

数が生じた場合は、

これを切り捨てる。 

家庭用蓄電池 市民 

(１)未使用品である

こと。 

(２)自らが居住する

住 宅 に 設 置 す る こ

と。ただし、賃貸住

宅 に 設 置 す る 場 合

は、補助対象外とす

蓄電容量１ｋＷｈ当

たり２万円とし、８

万円を限度とする。

その額に1,000円未満

の端数が生じた場合

は、これを切り捨て

る。 



る。 

(３)太陽光発電シス

テムにより発電する

電力を充放電し、蓄

電池及び電力変換装

置を備えたシステム

で定置式のものであ

ること。 

太陽熱利用システ

ム 
市民 

(１)未使用品である

こと。 

(２)自らが居住する

住 宅 に 設 置 す る こ

と。ただし、賃貸住

宅 に 設 置 す る 場 合

は、補助対象外とす

る。 

１基当たり２万円と

する。 

クリーンエネルギ

ー自動車（電気自

動車（ＥＶ）、プ

ラグインハイブリ

ッド自動車（ＰＨ

Ｖ）、燃料電池自

動 車 （ Ｆ Ｃ

Ｖ））、超小型モ

ビリティ（ミニカ

ー） 

市民・事業者 
初度登録で、自家用

のものであること。 

購入額の10％とし、

10 万 円 を 限 度 と す

る。その額に1,000円

未満の端数が生じた

場合は、これを切り

捨てる。 

備考 

当該年度内に対象機器の設置が完了し、かつ支払が完了していること。 



様式第１号（第４条関係） 

 



様式第２号（第５条関係） 

 



様式第３号（第５条関係） 

 



様式第４号（第６条関係） 

 



様式第５号（第６条関係） 

 



様式第６号（第７条関係） 

 



様式第７号（第８条関係） 

 



様式第８号（第９条関係） 

 


